予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費　　　
	事業名　新自然公園内環境整備費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

環境生活部　自然環境保全課　自然公園係　電話番号：058-272-1111（内2698 ）

E-mail：c11265@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　２，３９３千円（前年度予算額：      0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,393
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,393

	決定額
	2,393
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,393


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　山岳地では電気や上下水道の整備事情が悪く、山岳トイレの多くは快適性の確保が難しく、衛生面でも問題がある。

また、トイレが設置されていない場所や利用者に対してトイレの穴数が十分でない場所では野外排泄も行われ、近年の登山ブームで多くの人が山岳地を訪れるようになったこともあり、し尿による河川の汚染や動植物への影響を懸念する声が高まっている。
（２）事業内容

民間事業者が、国の山岳環境保全対策支援事業に基づいて、環境配慮型排水・し尿処理施設を設置する場合において、山岳環境保全対策支援事業の採択を受けた事業者を市町村が補助する場合に、市町村に対し補助を行う。

＊環境配慮型排水・し尿処理施設とは、排水・し尿を未処理のまま埋設、浸透させるのでなく、周辺環境に影響を与える可能性のない水分を除く残留物を山岳地域以外に運搬処理するトイレ施設。
（３）県負担・補助率の考え方

補助対象事業に係る市町村補助の2分の1。
ただし、補助額の上限を10,000千円とする。

（４）類似事業の有無
・自然環境整備交付金事業費

　　自然環境整備交付金事業費は、国定公園及び長距離自然歩道の整備が採択要件となっており、国立公園内事業では執行できない。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	51
	高山市奥飛騨(自)12,691×2人×2回＝50,764円

	需用費
	64


	燃料費＠168×30l×3回＝15,120円
＠168×5l×10回＝8,400円

消耗品　20,000円　　印刷製本費　20,000円

	役務費
	10
	通信運搬費　10,000円

	使用料
	18
	ＥＴＣ使用料　高山市（公）5,800×3回＝17,400円　

	補助金
	2,250
	

	合計
	 2,393
	

	

	決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　◆自然公園施設整備補助金（Ｓ４６～Ｈ２４）

自然公園内で、市町村が行う公園施設の整備について、県が補助する制度を過去に有していたが、平成２２年度～平成２４年度　行財政行革アクションプランに伴い補助事業凍結、平成２４年度末　制度廃止（交付要綱廃止）

　◆大白川園地整備費補助金（Ｈ２５臨時）

　白山国立公園第二種特別地域内において白川村が行う公園施設の整備（キャンプサイトの改修、トイレの改築（土壌処理方式トイレの設置）等）について、補助を行った。　  補助率 1/2、補助金の上限 10,000千円

（２）国・他県の状況

　◆自然環境整備交付金事業（国　環境省）
　　国定公園又は長距離自然歩道において都道府県又は市町村が行う公園施設の整備について、国が経費の45％を交付。
◆富士の国やまなし観光振興施設整備補助事業（山梨県）
　補助制度の概要　自然公園内の環境配慮型山小屋トイレ施設の改善・整備を図るものについて、補助対象事業費に要する経費の２分の１以内。限度額　1１０，０００千円。
（３）後年度の財政負担
　　施設整備後の維持管理は事業実施者が行う。
（４）事業主体及びその妥当性
　　民間山小屋事業者が整備。一般登山者に解放された公共性の高い民間山小屋事業者が整備するのが経済的である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
国立公園・国定公園において、汲み取り式・水洗なしの民間山小屋トイレが存在するなど、山岳部のトイレの整備は思うように進んでいない状況であるため、野外排泄も行われている。近年の登山ブームで多くの登山者が山岳地を訪れ、し尿による公共用水域への水質への影響、植物への影響を懸念する声が高まっているため、県として補助を行うことにより、トイレ環境の整備を推進し、山岳部でのトイレ利用を促進し、環境負荷の軽減を図る。



（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	 市町村からの要望により補助するため、県による目標設定は困難。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	山岳トイレの多くは汲み取り式のため、快適性の確保が難しく、衛生面でも問題がある。また、利用者に対してトイレの穴数が十分でない場所では野外排泄も行われ、し尿による河川の汚染や動植物への影響を懸念する声が高まっている。このような背景から、地方公共団体によるし尿処理に対する改善への取り組みが期待されている。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

―

	　

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	山岳地のトイレは資材運搬費用が高額になるので建築費が割高になるうえ、集落から数時間を要する場所にあるので維持管理が困難である。一般登山者に解放された公共性の高い民間山小屋トイレに対して補助を行い、公衆トイレとしての機能を向上させることが最も経済的な方法である。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
山岳地は気象条件が厳しく、整備したバイオトイレが適切に稼働しないことや想定していた性能が出ないケースが見られることから、十分な技術検討が必要である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　近年の登山ブームで多くの人が山岳地を訪れ、し尿による環境汚染が懸念されているため、継続して市町村への補助を行う。


